
平成23年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

農業振興事業

国・県支出金 市債 その他 一般

前年度課室名 農業振興課

課　名 農振・農林整備課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名

目
的

本市の農業振興を目指し持続的な農業の確立を図るため、営農普及指導体制の整備並びに昨今
の多様な消費者ニーズに応えるための各種事業に取り組む

対
象

農業者・消費者・小中学校

事務事業名称

6 1 5 144 頁 農業振興費

臨／経 事　業　名 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳
評価

事
業
概
要

　○営農普及サポート支援事業・・・農協、県及び市行政等関係機関の連携による営農普及指導体制の確立
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［対象：営農普及相談員1名、営農普及協力員8名］ 3,611千円
　　　・学農連携推進事業・・・市内小・中学校を対象に食農教育を推進　［対象：市内小・中学校］　15千円
　　　・実証研究支援事業（新規）・・・農業振興を目指した課題研究に取り組む農業者を支援するための補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[対象：葉たばこ青年部]　238千円
　○安全・安心農業推進事業・・・本市の安全・安心農業を推進するため「豊後大野市安全・安心農業推進協議会」を設置
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①協議会の実施、②視察研修の実施、③講演会の開催等　［対象：協議会委員　13名］　589千円
　○緊急渇水対策事業・・・少雨渇水による作物被害を最小限に止めるための用具等の購入に対する補助金　　［対象：販売農家］
　　　　　　　　　　　　　　　　（大分県渇水緊急対策事業　13,349千円　市緊急渇水対策事業　3,517千円）
　○環境保全型農業直接支援対策事業（新規）・・・ＪＡＳ有機に取り組む農業者への直接支払交付金　　[対象：2名]　32千円
　○農業振興事務費・・・農業振興事業に係る事務経費
　○農業用廃資材適正処理推進事業・・・農業用廃資材の適正処理を推進するための協議会への補助金[対象：農業者]　100千円
       　Ｈ２４補助金廃止
　○農地水環境保全向上活動支援事業　〈負担割合　国：50%　県：25%　市：25%〉
　　　・農地水環境保全向上活動支援事業　・・・　集落が共同で行う農地、農業用施設、集落環境の保全活動に対して、対象面積に応じた
        交付金を大分県地域協議会が各組織へ交付、65組織の取組　（協議会負担金　22,549千円）
　　　・農地水保全管理支払交付金事業　・・・　集落が実施する水路、農道等の農業用施設の補修、更新などの活動に対して、対象面積
　　　 に応じた交付金を大分県地域協議会が各組織へ交付、1組織の取組　（協議会負担金　241千円）
　　　・農地水保全管理支払推進事業　・・・　事業の適切な実施にむけ活動組織の指導及び事業の確認事務　（事務経費　520千円）

36,736計 52,990 46,550 9,814 0 0

経常
営農普及サポート支援事
業

協議会（1回）、
普及連絡会（5回） 報酬 4,116 3,862 3,862 3

589 3経常 安全・安心農業推進事業
①6回、
②（綾町）、③1回

負担金補助
及び交付金

589 589

7,555 3臨時 緊急渇水対策事業
県渇水対策（20団地）
市渇水対策（176件）

負担金補助
及び交付金

21,681 16,866 9,311

32 15 17 3臨時
環境保全型農業直接支援
対策事業

対象者：２名 負担金補助
及び交付金

32

臨時
農地水環境保全向上活動
支援事業

拠出金積立地区数
（4地区）

負担金補助
及び交付金

25,446

825

24,276 488 23,788 3

3

経常
農業用廃資材適正処理推
進事業

協議会負担金 負担金補助
及び交付金

100 100 100 3

経常 農業振興事務費
電算保守管理委託
料 委託料 1,026 825



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２１～Ｈ２３（決算額）、Ｈ２４（予算現額） ６．H25年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

成
果
指
標

指標名 年間農業生産額 目
標
年
度

H27

安全安心農業推進協議
会の開催

ｃ
市内小中学校の農業体
験学習の開催（校）

ｄ

数値 目標 ２回 目標 ６回

指標の設定理由

総合計画／後期基本計画において、基本施策（4-1-1）の目標としているため
数値 120億円

活
動
指
標

指標 a
営農普及支援ネットワー
ク協議会の開催

ｂ

単位 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

年間農業生産額 億円
－ －

目標 ２校 目標

成果指標名 単位 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ 活動指標名

2 回 1 回－
a

営農普及支援
ネットワーク協
議会の開催

回
－

6 回 6 回

100 ％ 100 ％

100 ％ 50 ％

b
安全安心農
業推進協議
会の開催

回
－

％

ｄ

2 校 4 校

本市の農業振興を目指した持続的な農業の確立
100 ％ 200

課題
c

市内小中学校
の農業体験学
習の開催（校）

校
－

46,550 7,728
前年並

うち経常経費 239 3,670 5,141 7,082

営農普及相談員を引き続き嘱託として雇用するとともに、新たに営農
普及相談員8名を確保し、ものづくりのための普及指導体制の整備に
努めた。

決 算 額 （千円）
Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 方向性

35,610 37,991

対応（改善点等）

一般財源 29,659 37,462 36,736 7,655

理由

県　　費 5,951 529 9,814 73
・農地・水・環境保全向上対策
事業については平成23年度を
持って終了
・その他の事業については、平
成22年度よりスタート。第2次農
業振興計画に掲げた達成目標
に向けた取組として継続する

市　　債

国　　費

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
第2次農業振興計画を実行するため
には、行政が主体となり関係機関と連
携を取り進める必要がある。

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 2
農業者のみならず、学校教育への事
業の展開が図られている。

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
営農普及指導体制の充実・強化を図
るためには必要である。

事業費に係る人件費 5,973 10,073 12,470 9,446

うち経常 239 3,670 5,141 7,082

財
源
内
訳

そ の 他

事業の方向性 評価内容

継続 農業振興計画に基づく計画達成に努めること。

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
目標を達成するためには適切な手段
と判断できるため

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 事業の拡大が図られている。
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